
既修得科目の認定の適否に係る整理表   

受験資格取得可  

転入・編入先  

（卒業）  介護福祉士養成施設等  

（専門学校一短大・4大）  
福祉系高校  

人間と  
こころと  介護   

人間と  
こころと  介護   

転入・編入元  からだの  
社会  

からだの  
社会  

しくみ  しくみ  

介護福祉士養成施設等  
○   ○   ○  

（専門学校・短大・4大）  

他の資格の養成施設等   ○   ○   ×  

その他の専門学校■短大・4大   ○   ○   ×  

○＝・認定可  

×‥・認定不可  
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「転入学（編入学を含む。）は認められない旨が学則に規定されていること」が介護福祉士  
養成施設等の基準として設定されているため、他の介護福祉士養成施設等やその他の養  
成施設等における既修得科目を介護福祉士養成施設等の科目として認定することは認め  

られていない。  

比較項目   専修学校設置基準   短期大学設置基準   大学設置基準   

他の専修学校、短   （他の専修学校における授業科目の履修   （他の短期大学又は大学における授業科目  （他の大学又は短期大学における授業科目   

期大学又は大学に   等）   の履修等）   の履修等）   

おける授業科目の  第9条（略）   第14条 短期大学は、教育上有益と認める  第28条 大学は、教育上有益と認めるとき   
履修等   2 専修学校の専門課程においては、教育   ときは、学生が短期大学の定めるところに   は、学生が大学の定めるところにより他の  

上有益と認めるときは、専修学校の定める  より他の短期大学又は大学において履修   大学又は短期大学において履修した授業  

ところにより、生徒が行う他の専修学校の   した授業科目について修得した単位を、修   科目について修得した単位を、60単位を  

専門課程における授業科目の履修を、当   業年限が2年の短期大学にあっては30単   越えない範囲で当該大学における授業科  

該専門課程の修了に必要な総授業時数   位、修業年限が3年の短期大学にあって   目の履修により修得したものとみなすこと  

の2分・の1を越えない範囲で、当該専門課   は46単位（第1g条の規定により卒業の要   ができる。  

程における授業科目の履修とみなすこと   件として62単位以上を修得することとする  2 前項の規定は、学生が、外国の大学又  

ができる。   短期大学にあっては30単位）を越えない範  は短期大学に留学する場合及び外国の大  

囲で当該短期大学における授業科目の履   学及び短期大学が行う通信教育における  
修により修得したものとみなすことができ   授業科目が我が国おいて履修する場合に  

る。  ついて準用する。   

2前項の規定は、学生が、外国の短期大  

学又は大学に留学する場合及び外国の短  

期大学又は大学が行う通信教育における  

授業科目が我が国おいて履修する場合に  

ついて準用する。  
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比較項目   専修学校設置基準   短期大学設置基準   大学設置基準   

専修学校、短期大   （専修学校以外の教育施設等における学   （短期大学及び大学以外の教育施設等にお  （大学以外の教育施設等における学修）   

学又は大学以外の   修）   ける学修）   第29条 大学は、教育上有益と認めるときは、   
教育施設等におけ  第10条（略）   第15条 短期大学は、教育上有益と認める   学生が行う短期大学又は高等専門学校の   

る学修   
2（略）  ときは、学生が行う短期大学又は高等専   専攻科における学修その他文部科学大臣  

3専修学校の専門課程においては、教育  門学校の専攻科における学修その他文部   が別に定める学修を、当該大学における  
科学大臣が別に定める学修を、当該短期   

上有益と認めるときは、専修学校の定め  
大学における授業科目の履修とみなし、短   

授業科目の履修とみなし、大学の定めると  
ころにより単位を与えることができる。  

るところにより、生徒が行う大学又は短期  
期大学の定めるところにより単位を与える  2 前項により与えることができる単位数は、  大学における学修その他文部科学大臣が  
ことができる。   

別に定める学修を、当該専門課程におけ  前条第1項及び第2項により当該大学にお  

る授業科目の履修とみなすことができる。  いて修得したものとみなす単位数と合わせ  

4前項により当該専門課程における授業料  
修業年限が2年の短期大学にあっては前  て60単位を越えないものとする。  

目の履修とみなすことができる授業時数は、  
条第1項及び第2項により当該短期大学に  

前条第2項により当該専門課程における授  
おいて修得したものとみなす単位数と合わ  

業科目の履修とみなす授業時数と合わせ  
せて30単位、修業年限が3年の短期大学  リ、大学が単位を与えることのできる学修  

て当該専門課程の修了に必要な総授業時  にあっては前条第1項及び第2項により当  を定める件（平成3年文部省告示第68号）  

数の2分の1を越えないものとする。  該短期大学において修得したものとみなす  （抄）  

単位数と合わせて46単位（第19条の規定  
大学設置基準（昭和31年文部省令第  

により卒業の要件として62単位以上を修得 ることとる短大学にあっては30単  

すす期  

位）を越えないものとする。  
単位を与えることのできる学修を次のよう  

に定め、平成3年7月1日から施行する。  

三尊修学校の専門課程のうち修業年限  
○短期大学設置基準第15条第1項の規定  が二年以上のものにおける学修で、大学  
により短期大学が単位を与えることのでき  において大学教育に相当する水準を有す  
る学修を定める件（平成3年文部省告示第  

ると認めたもの   
69号）（抄）  

短期大学設置基準（昭和50年文部省令  

第21号）第15号第1項の規恵により、短期  

大学が単位を与えることのできる学修を次  

のように定め、平成3年7月1日から施行す  

る。  

三尊修学校の専門課程のうち修業年限が  
二年以上のものにおける学修で、短期大  
学において短期大学教育に相当する水準  

を有すると認めたもの  
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比較項目   専修学校設置基準   短期大学設置基準   大学設置基準   

入学前の授業科目   （入学前の授業科目の履修等）   （入学前の既修得単位の認定）   （入学前の既修得単位の認定）   

の履修等   第11条（略）   第16条 短期大学は、教育上有益と認める  第30条 大学は、教育上有益と認めるときは、  

2（略）   ときは、学生が当該短期大学に入学する   学生が当該大学に入学する前に大学又は  

3専修学校の専門課程においては、教育  前に短期大学又は大学において履修した   短期大学において履修した授業科目につ  

上有益と認めるときは、専修学校の定める  授業料目について修得した単位（次条の規  いて修得した単位（第31条の規定により修  
定により修得した単位を含む。）を当該短   ところにより、生徒が当該専門課程に入学  得した単位を含む。）を、当該大学に入学し  

する前に行った専修学校の専修学校の専  期大学に入学した後の当該短期大学にお   た後の当該大学における授業科目の履修  

門課程における授業科目の履修（第14条   ける授業科目の履修により修得したものと   により修得したものとみなすことができる。  

の規定により行った授業科目の履修を含   
みなすことができる。   2 大学は、教育上有益と認めるときは、学  

む。）並びに生徒が当該専門課程に入学す  2 短期大学は、教育上有益と認めるときは、  生が当該大 学に入学する前に行った前  

る前に行った前条第3項及び第5項に規定   学生が当該短期大学に入学する前に行っ   条第1項に規定する学修を、当該大学にお  
する学修を、当該専門課程における授業   た前条第1項に規定する学修を、当該短期  ける授業科目の履修とみなし、大学の定め  

科目の履修とみなすことができる。   大学における授業科目の履修とみなし、短  るところにより単位を与えることができる。  
4 前項により当該専門課程における授業料  期大学の定めるところにより単位を与える  3 前2項により修得したものとみなし、又は  

目の履修とみなすことができる授業時数は、   ことができる。   与えることのできる単位数は、編入学、転  
転学等の場合を除き、当該専門課程にお  3 前2項により修得したものとみなし、又は   学等の場合を除き、当該大学において修  

いて履修した授業時数以外のものについ   与えることのできる単位数は、転学等の場   得した単位以外のものについては、第28  
ては、第9条第2項並びに前条第3項及び   合を除き、当該短期大学において修得した   条第1項及び第2項並びに前条第1項によ  
第5項により当該専門課程における授業料  単位以外のものについては、第14条第1   り当該大学において修得したものとみなす  

目の履修とみなす授業時数と合わせて当   項及び前条第1項により当該短期大学に   単位数と合わせて、60単位を越えないもの  

該専門課程の修了に必要な総授業時数の   おいて修得したものとみなす単位数と合わ   とする。  
2 分の1を越えないものとする。   せて、修業年数が2年の短期大学にあっ  

ては30単位、修業年限が3年の短期大学  
にあっては46単位（第19条の規定により卒  

業の要件として62単位以上を修得すること  

とする短期大学にあっては30単位）を越え  

ないものとする。この場合において、第14  
条第2項により当該短期大学において修  

得したものとみなす単位数と合わせるとき  

は、修業年数が2年の短期大学にあって  
は45単位、修業年限が3年の短期大学に  
あっては53単位（第19条の規定により卒業  

の要件として62単位以上を修得することと  

する短期大学にあっては45単位）を越えな  

いものとする。   
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Ⅷ 情報公開  
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○介護福祉士養成施設については、今後、その入学希望者が自らの希望に応じて適切  
な選択ができるよう、必要な情報を提供していくことが重要であり、こうした観点に立って   
一定の内容について、新たに情報開示を義務付けていくこととする。  

○現行の介護福祉士養成施設の指定基準においては、情報開示に係る具体的な規定は定められて   

いないところ。   

○しかしながら、平成18年7月に取りまとめられた介護福祉士のあり方及びその養成プロセスの見  
直し等に関する検討会報告書「これからの介護を支える人材について」においては、次のとおり提言   

がなされているところ。  

※なお、ワムネットにおいては、ワムネットに加入する養成施設の任意で所定のフォーマットにより、情報を開示しているところ。（→P・73）  
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（1）保健師助産師看護師学校養成所・理学療法士作業療法士養成施設  

指定基準において、情報開示に係る具体的な規定は定められていない。  

（2）訪問介護員養成研修事業者・介護支援専門員研修事業者  

指定基準において、情報開示に係る具体的な規定は定められていない。  

（3）介護職員基礎研修事業者  

指定基準（「介護員養成研修の取扱細則について」平成18年6月20日付け老振発06200001  

号老健局振興課長通知）において、情報開示に係る規定が次のとおり定められている。  

r・研修事業者は、教育体制（講師、設備等）、教育内容（シラバス、演習手法、教材等）、実績情報、  

l ；や事業者（研修修了者の雇用者）からの評価等の情報葺  

；を自らホームページ上などにおいて開示することにより、  

； 業者の選択等が行われる環境を整備し、もって研修の質  上に努めること。また、研修事業者の  

：指定を行う都道府県は、研修事業者による情報の   開示が適切に行われているか、研修事業者の実態と開  
〔示内容とに敵歯吾がないかを定期的に確認すること。  

（4）介護サービス事業者  

介護サービス事業者については、介護保険法において一定の内容の情報について公表しな  

ければならないことが規定されており、これを適切に行わなかった場合、指定の取消事由に該  

当することとなる。  81   



一施設・課程名称、住所、電話番号・FAX番号、種類・修業年限、定員、開設年月日  

基本情報  ・設置主体名称、設置主体住所、設置主体理事長  

■学校長、専任事務職員   

・専任教員の氏名、担当科目、保有資格  

教員情報  ・専任教員以外の教員の氏名、担当科目、保有資格  

・教員の異動状況   

実習施設情報   
・施設名、施設種別、運営主体、設置年月日、入所定員、実習指導者  

・実習の配属施設名、施設種別、期間、実人数、巡回指導の実施回数   

・授業科目、授業の実施形態、時間数  

受験者数、合格者数、辞退者数  ・入学定員、  

運営状況情報  
・前々年度までの卒業者数、前年度の卒業者数、前年度までの卒業者数の合計  

嘉健康診断の項目、健康診断の内容  

・責目、本年度の負担額、前年度の負担額  

・就職先の施設種別、卒業者のうちの就職者数   
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介護職員基礎研修事業者   介護サ÷ビス事業者   

○ 法人格、法人名称、住所   ○ 法人名称、住所  

法人に関する情報  ○ 代表者名、研修事業担当理事、取締役名   ○代表者氏名、取締役名  

○法人の設立年月日等   

○ 事業所名称、住所   ○ 事業所名称、住所、電話番号  

○ 理念   
事業者に関する情報  

○ 学則   

○ 介護保険事業所番号  

○ 事業所の管理者氏名、職名  

○ 研修施設、設備   ○ 事業所までの利用交通手段 等   

○ 対象   ○ 運営方針  

○ 研修のスケジュール（期間、日程、時間数）   ○ 介護サービスの内容  

○ 定員（集合研修、実習）と指導者数   ○ 介護サービスの特色  

○研修受講までの流れ（募集、申し込み）  ○ 介護サービスの利用料 等   

○費用  
○留意事項、特徴、受講者へのメッセージ等  

○課程編成責任者名  

○科目別シラバス  

○科目別担当教官名  

事業内容に関する情報  ○科目別特徴  

○科目別通信、事前、事後学習とする内容及び時間  

○通信課程の教材、指導体制、指導方法、課題  

○修了評価の方法、評価者、再履修等の基準  

○協力実習機関の名称、住所  

○協力実習機関の介護保険事業の概要  

○協力実習機関の実習担当者名  
○実習プログラム内容、プログラムの特色  

○実習中の指導体制、内容  

○協力実習機関における延べ実習数  

○ 名前   ○ 職種別の従業者の数  

従事者に関する情報  ○ 略歴、現職、資格   ○従業者の勤務形態、労働時間、従業者1人当たりの利用者数  

○従業者の経験年数等   

実績に関する情報   
○過去の研修実施回数（年度ごと）  ○ 利用者への介護サービスの提供実績 等   

○過去の研修延べ参加人数（年度ごと）  

○ 申し込み、資料請求先   ○ 苦情対応窓口の状況  

その他の情報  ○ 法人の苦情対応者名、役職、連絡先   ○ 賠償すべき事故が発生した場合の対応  

○ 事業所の苦情対応者名、役職、連絡先   ○ 利用者の意見把握の体制、第三者評価の実施状況 等   

（注1）介護職員基礎研修については、必須項目のみ整理した。  

（注2）介護サービス事業者については、介護サービス情報の公表制度のうち、基本情報のみ整理した。  83   



○介護福祉士養成施設における情報開示の項目については、介護職員基礎研修事業者やワム  

ネットにおける情報開示の項目を参考としつつ、次のとおり定め、これらの開示を義務付けることと  

する。  

【法人情報】  

【養成施設情報】  
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